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要  旨 
 
これまで、交通生産内生型 SCGE モデルを用いた交通整備の便益評価に係る研究を行って

きた。交通生産内生型 SCGE モデルとは、運輸企業を独立した部門として扱い、運輸企業に
よる交通サービス生産を明示的にモデル化したものである。本モデルを用いることで、交通
整備による交通所要時間の短縮効果を、運輸企業の投入する労働、資本の投入効率の向上効
果により計測できる。それは、すなわち交通整備の効果を交通サービスの生産性向上により
計測できていることになる。しかし、交通サービス生産においては、交通基盤整備に係る多
額の固定費用が必要となる点に大きな課題があった。これまでも、固定費用負担に係る研究
は多くなされてきたが、必ずしも SCGE モデルの中で固定費用負担の問題を明確に扱ったも
のはそれほど存在していなかった。そこで本研究では、固定費用負担および独占の弊害の問
題を検討するため、不完全競争を考慮した SCGE モデルを開発する。そして、リニア中央新
幹線について、固定費用負担および独占の弊害を踏まえた効率的な料金設定について検討す
ることを目的とする。 

まず、交通整備評価に係る不完全競争を扱った既存研究を整理した。特に、交通整備にお
いて必要な固定費用を考慮した場合に、その料金（限界費用料金、平均費用料金等）をどの
ように設定すると効率的であるのかを整理しまとめた。さらに、そのような料金設定を考慮
している SCGE モデルの研究レビューを行った。 
以上を踏まえ、交通利用者の料金設定に関し、限界費用と平均費用による課金および独占

料金の各ケースの設定が可能な SCGE モデルを開発した。そして、リニア中央新幹線の固定
費用負担が存在する条件下で、各料金設定による数値計算を行い、それぞれの便益を計測し
た。なお、各料金の設定にあたっては、JR 東海がリニア中央新幹線の整備に必要な建設費用、
維持運営費用等を公表していることから、それらのデータを用いた。独占料金は、価格弾力
性-1.406 のケースとした。 

その結果、各料金は、限界費用料金：3,768 円、平均費用料金：8,652 円、独占料金：13,048
円のようになった。また、JR 東海が現時点で設定しようとしている想定料金は 10,960 円で
あった。各料金設定に対する便益の計測結果は、限界費用料金：2.30 兆円（総便益 7.40 兆円，
総費用 5.10 兆円）、平均費用料金：0.72 兆円、想定料金：-1.25 兆円、独占料金：-3.07 兆円と
なった。 
便益計測の結果から、限界費用料金が最も効率的であり、平均費用料金との差は 1.58 兆円

ほどであったことが明らかになった。しかし、限界費用料金における固定費用の調達につい
ては、固定資金の限界費用を 1.0 と想定した非現実的仮定になっていた。今後は固定費用調
達のための経済損失も考慮した上で、税による負担と料金負担の最適バランスを達成する料
金水準の導出を行う必要がある。 
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